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人人事事院院勧勧告告とと保保育育士士のの処処遇遇改改善善
〇処遇改善の取組により他産業と保育士の賃金格差は縮小しつつあるが、さらなる処遇改善が必要。

賃金の比較 平成27年 令和元年
保育士（女性） 月額 ２６．８万円 → ３０．２万円 令令和和元元年年度度時時点点でで、、
全産業（女性） 月額 ３１．１万円 → ３２．３万円 月月額額約約 ２２．．１１万万円円 年年額額約約 ２２５５２２，，００００００円円 のの賃賃金金格格差差
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＋＋約約３３％％
（月額約9,000円）

＋＋約約５５％％
（月額約15,000円）

＋＋約約７７％％
（月額約21,000円）

＋＋約約８８％％
（月額約26,000円）

（改善率） ＋＋約約1122％％
＋＋最最大大４４万万

円円
（月額約38,000円
＋最大４万円）

＋＋約約1144％％
＋＋最最大大４４万万

円円
（月額約45,000円
＋最大４万円）

技技能能・・経経験験にに着着目目ししたた更更ななるる
処処遇遇改改善善

＋＋約約1111％％
＋＋最最大大４４万万

円円
（月額約35,000円
＋最大４万円）

全産業の平均賃金水準と同等の
賃金水準になるまでは、

人事院勧告の▲改定分を補う為の
更なる処遇改善が必要

最低でも現状を下まわらない水準の維持
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【論点①】
施設開所時間（1日11時間・週6日66時間）と、
職員勤務時間（1日8時間・週5日40時間）との乖離により、
保育現場では基準以上の人員配置をせざるを得ない。

【論点②】
制度設計の⼤前提である、児童の利⽤実態や保育⼠配置に
対する想定と現実のギャップと矛盾。
＊あくまでも児童の保育時間は原則８時間であるとの前提で、現在の保育⼠配置基準で
保育が実施できているという前提であり、給付単価も保育時間8時間分のみだが…
保育現場の実態は殆どの児童が８時間を⼤きく超えて保育を⾏っている為、
基準以上の人員配置をせざるを得ない。

【論点③】
現在の保育⼠や調理員の配置基準⾃体が適切でない為、
保育現場では基準以上の人員配置をせざるを得ない。

【要望事項２における論点整理として】別別添添資資料料 ２２
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【論点整理の前提として…保育の必要量認定について】
認定区分 標準時間保育認定 短時間保育認定

利⽤可能な
保育時間

原則８時間 としつつ
最⼤で 11時間まで利⽤可能

＊11時間まで通常保育料の範囲内で利⽤可

原則８時間＝利⽤可能な時間帯

＊８時間を超えた時間は別途保育料が必要

無償化の範囲
（3歳児以上） 11時間保育利⽤まで無償化の範囲内 ８時間保育利⽤まで無償化の範囲内

主な認定
対象者 主にフルタイム勤務 主にパートタイム勤務

問題点や
課題点

【標準時間認定】
原則８時間保育としながらも、保護者の多くがフルタイム勤務者である事か
ら、現実的には８時間の保育時間をを⼤きく超えているが、保育⼠配置基準
上や公定価格上、その実態が制度的に反映されておらず、保育現場の犠牲の
上に保育制度が成り⽴っている。

一般的なフルタイム勤務者の保育時間数
（勤務時間７時間〜８時間）＋（休憩時間４５分〜１時間）＋朝⼣通勤時間
とすると…フルタイム勤務者の 保育時間８時間 は現実的でない。

別別添添資資料料 ３３
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平成26年3月28日「第13回子ども・子育て会議」資料の
一部を加筆しています。

【【平平成成25年年度度経経営営実実態態調調査査よよりり参参考考資資料料】】 平均利用（保育）時間が

9時時間間以以上上10時時間間未未満満の

施設が一番多く４４３３.９９％％で

ある。

10時時間間以以上上のの施施設設も含め

た割合は全体の６６１１.９９％％と

なっている。

今後無償化の影響で更に

長時間保育化が進む事も

懸念される。

別別添添資資料料 ４４
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令和1年11月12日「第48回子ども・子育て会議」資料別別添添資資料料 ５５
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児童の保育時間が8時間なのであれば、

左記図の様な台形となるが、児童の利用
実態からすると、下図の様な形となってい
るのが実態である。

令和1年11月12日「第48回子ども・子育て会議」資料一部参照

利用児童が概ね全員そろって保育を受ける時間が

8時時間間をを超超ええるる場場合合のの必必要要ととななるる保保育育士士のの労労働働時時間間はは、

【９９時時間間のの場場合合】

（９×９９＋９×２２×１/２）×６ ＝ ５５４４００時時間間
【９９.５５時時間間のの場場合合】
（９×９９.５５＋９×１１.５５×１/２）×６＝５５５５３３.５５時時間間
【10時時間間のの場場合合】
（ ９×10＋９×１１×１/２）×６ ＝ ５５６６７７時時間間

利利用用実実態態はは…

11時間（保育必要量≠開所時間）

８時間 → ８時間以上
（標準的な保育時間（８時間）を

多多くくのの児児童童がが超超ええてて保保育育している）

延長保育（＋1時間以上）
＊施設により異なる。

別別添添資資料料 ６６
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別別添添資資料料 ７７

【保育所及び認定こども園の職員配置基準の現状と課題】
現在の保育⼠配置基準

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児以上

保育⼠ ３︓１ ６︓１ ２０︓１
（１５︓１） ３０︓１

＊（ ）内は、配置改善加算費の適⽤による基準

現在の調理員配置基準＊昭和23年より下記の基準にて実施

定員 ４０名以下 ４１名 〜 １５０名 １５１名以上

調理員 １名 ２名 ３名（内１名は非常勤）

配置基準の課題
保育⼠…⼦どもの安全を守り、質の⾼い保育を⾏う為にも抜本的な配置基準の

⾒直しを⾏う必要がある。
特に、４歳児・５歳児については児童３０名に対し保育⼠１名で保育
を⾏う事は⼤変困難になっており、殆どの施設で独⾃に配置改善を
実施しているのが実情である。
又、世界各国の基準と比較しても非常に基準が低い。

調理員…アレルギーや宗教的理由などにより個別対応の⾷事提供が必要な児童
が増えており、安全安心な⾷事の提供体制を整える為にも現在の配置
基準の1.5倍から2倍の調理員配置は必要である。
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令和1年10月10日 「第46回 子ども子育て会議」資料の一部を加筆しています。

公定価格基準
と比較して
約4.4人増員
＊保育補助者を

含めると
5.3人増員

公定価格基準
と比較して
約0.7人増員

公定価格基準
と比較して
約6.9人増員

別別添添資資料料 ８８
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公定価格にお
ける１人当た

り単価
❶

公定価格
配置人数

❷

人件費相当
収入額
❸

（❶×❷）

実際の職員
配置状況
人数
Ⓐ

実際の職員配置による
１人当たり人件費金額

❸÷Ⓐ

１．施設⻑ 494万円 1人 494万円 1人 494万円

２．主任保育士 465万円 1人 465万円 1人 465万円

３．保育士
＊カッコ内は４．保育補
助者を含めた人数や金額

394万円 12.3人 4,846万円 16.7人
（17.6人）

290万円
（275万円）

＊公定価格との差額
▲ 104万円

（▲ 119万円）

５．調理員
６．栄養士 327万円 2人 612万円 2.8人

218万円
＊公定価格との差額

▲ 88万円

公的価格評価検討委員会において議論されている賃金改善について、職員1人当たり月額9,000円の改善とした場合、
職員配置基準を基に給付された場合には、下記の通り1人当たりの処遇改善額が薄まきになってしまう。

経営実態調査（別添資料８）
を基にした全職種全職員

1人当たり
9,000円

17.3人 155,700円 24.2人
1人当たり改善額

6,407円

経営実態調査（別添資料８）と公定価格人件費（別添資料９）を
基に算定した 全国平均 における実際の職員配置による人件費
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【保育⼠配置基準⾒直しの変遷】

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児以上

Ｓ２３〜
Ｓ２６ １０︓１ ３０︓１

Ｓ３７〜
Ｓ３８ １０︓１ ３０︓１

Ｓ３９ ８︓１ ９︓１ ３０︓１

Ｓ４０ ８︓１ ３０︓１

Ｓ４１ （７︓１） ３０︓１

Ｓ４２ ６︓１ ３０︓１

Ｓ４３ ６︓１ ２５︓１ ３０︓１

Ｓ４４〜
Ｈ９ （３︓１） ６︓１ ２０︓１ ３０︓１

Ｈ１０〜
Ｈ２６ ３︓１ ６︓１ ２０︓１ ３０︓１

Ｈ２７〜
現在 ３︓１ ６︓１ （１５︓１） ３０︓１

＊（ ）内は、補助金や加算費等の改善による基準
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【世界各国の職員配置・設備基準】別別添添資資料料 12
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平成29年12月18日「第20回 社会保障審議会福祉部会」 資料
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